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１ 基本事項 

国立市は 2016（平成 28）年 4 月に第 2 次国立市循環型社会形成推進基本計画を策定し、私たち国立市

で暮らす人々が、環境負荷を低減し、資源の有効利用を進め、市民だけでなく関係する自治体の人々が将

来にわたって健康で文化的な生活を確保するために、市民・事業者・行政の責任と権利を明確にし、循環

型社会形成に向けて協働で取り組んできました。 

本基本計画では、前基本計画の 5Rの取組みを継続し、新たに今後 10年で取り組むべき Rを追加し取り

組んでまいります。世界的な SDGｓの達成に向け、地域の SDGｓの実現を目指し、持続可能な循環型社

会形成に向けて協働で取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

２ 本市の現状 

2023（令和 5）年度の１人１日当たりのごみ量を多摩地域 26市と比較すると、資源を含む家庭系と事業

系ごみの総ごみ量は 657.9ｇ/人日で、収集量が少ない順から 16番目の状況にあります。 

家庭系ごみにおいては 533.7ｇ/人日で、多摩地域 26 市中収集量が少ない順から 14番目、事業系ごみは

124.2ｇ/人日で多摩地域 26 市中収集量が少ない順から 19番目です。 

 

（１） ごみ量 

2017（平成 29）年度に家庭ごみ袋の有料化を実施しました。総ごみ量は 2017（平成 29）年度から 2018

（平成 30）年度にかけて大きく減少しました。2020（令和２）年度には、事業系一般廃棄物処理手数料を

改定しました。2019（令和元）年度以降もごみ量は減少しています。また、集団回収による回収量は、減

少傾向が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間：2026（令和 8）年度から 2035（令和 17）年度（10 年間） 

第 1 期計画期間 

2026（令和 8）~2030（令和 12）年度 

第 2 期計画期間 

2031（令和 13）~2035（令和 17）年度 

784.3 790.4 769.6 748.2
703.8 704.1 697.8 682.5 671.7 657.9
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（２） 組成分析（2023（令和 5）年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厨芥類（生ごみ）

35.0 %

ビニール類（容器包装プラスチック類） 8.9%

その他（合成樹脂、ゴム類、皮革類） 4.8 %
草、木類 4.3 % 非容器包装プラスチック類

4.1 %

繊維類 3.5 % 不燃物質（鉄、ビン、アルミ） 0.2 %

リサイクル不可 25.6 %

紙製容器包装

リサイクル対象 8.2 %

紙製容器包装

リサイクル対象外 5.4 %

紙類 39.2 %

プラスチック類（リサイクルできないもの） 46.5 %

鉄類 19.0 %

可燃物 8.7 %プラスチック類（容器包装リサイクル法対象

のリサイクルできるもの） 7.3 %

その他（2センチ以下石、ガラス、砂） 6.2 %

陶器 4.1 %

アルミ類 3.9 %

ゴム、皮革等 3.7 % 生ビン 0.2% 有害 0.2 %

カレット 0.2 %

容器包装プラスチック類

87.5 %

非容器包装プラスチック類

8.4 %

可燃物 3.5 % 不燃物 0.6 %

家庭系可燃ごみの組成 

家庭系不燃ごみの組成 

容器包装プラスチックの組成 

(図 3） 

(図 4） 

(図 5） 
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３ 基本的な枠組み 

本市は、「2050 年ゼロカーボンシティ宣言」を表明するとともに、持続可能（サステナブル）な循環

型社会の形成に向け取り組みを進め、市から排出されるごみを着実に減らしてきました。今まで培ってき

た 5R推進の施策に加え、排出者責任及び拡大生産者責任を指す「Responsibility」（レスポンシビリティ） 

を新たに加え推進します。ごみ減量の意識のさらなる浸透、推進を図り、実践を通して、ごみ排出量の削

減と資源の有効利用が進むことで、環境への負荷が少ない循環型社会の実現に向け進めていきます。 

【市の役割・責任】 

市内におけるごみの排出抑制に関し、計画の策定や各施策の実施、適切な普及啓発や情報提供、環境学

習等を行うことにより市民の自発的な取組みを促進します。また市内で発生した廃棄物に対する処理責任

を果たすこととします。 

【市民の役割・責任】 

市民は、自らの行動によってできるだけ廃棄物の発生を抑制するように努めます。また、食材について

もできるかぎり食べ残しなどが出ないように心がけることとします。また一人一人が排出者としての自覚・

責任を持ち、分別の徹底などにより、資源化・適正処理に向けた取り組みに協力します。 

【事業者の役割・責任】 

事業者は製造・販売したものが廃棄物となるときのことを考え、再資源化しやすい製品設計を行うこと

とします。また、EPR の観点から自主回収を行い、循環型社会形成に寄与するように努めることとします。

また、排出者として最終処分まで責任を持ち、適正処理を推進する責任があります。 
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（リデュース） 

発生抑制 

Reuse 

（リユース） 

再使用 

Recycle 

（リサイクル） 

再生利用 

Return 

（リターン） 

戻す 

Repair 

（リペア） 

直す 

５R 
 

５R × Responsibility （レスポンシビリティ） 責任 

(図 6） 
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４ 具体的な数値目標 

2023（令和５）年度を基準にして、１人１日当たりのごみ量（原単位）を毎年１％ずつ減量（前年度よ

り１％ずつ減量）していき、本計画における 2026（令和 8）年度から 2035（令和 17）年度までの 10 年間

で約 10％を減量していくことを目標とします。 

 

 

 

 

 

５ 施策 

目標を達成するために、以下の施策を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 
2023 

令和５実績 
2030 

令和 12目標 
2035 

令和 17 目標 

総ごみ排出量 
688.3g/人日 640.3g/人日 610.5g/人日 

19,142t/年 17,711t/年 16,820t/年 

エコショップの利用促進 

マイバッグ、マイボトル等の利用促進 

厨芥類の水切りの促進 

生ごみ処理機器の普及促進 

グリーン購入の促進 

食品ロス削減の推進 

リサイクルインフォメーションの利用促進 

フリーマーケット等の支援 

リサイクル家具等販売の推進 

修理、修繕行動の促進 

販売店等での資源回収の促進 

分別の徹底 

集団回収の充実 

廃食用油回収の推進 

生ごみや紙おむつの再資源化の検討 

事業系ごみの手数料の適正化 

啓発・指導の推進 

減量化・資源化の促進 

市管理施設での減量施策の強化 

効率的な収集体制の推進 

収集運搬による環境負荷の低減 

安全かつ安定的な収集体制の確保 

戸建住宅における収集方式の柔軟な対応 

ごみ出し困難者への支援の推進 

新型ウイルス等の感染症への対策 

適正な中間処理と安定的な管理運営 

再資源化の推進 

中間処理施設の延命化等 

処理困難物、感染性廃棄物等の適正処理の促進 

非常時における相互支援 

東京たま広域資源循環組合との連携の継続 

市民・事業者との協働の推進 

啓発の推進 

環境学習の充実 

拡大生産者責任の明確化 

不法投棄対策の推進 

資源物の持ち去り対策の推進 

適正な家庭ごみ処理手数料の運用 

発生抑制 

再使用 

直す 

再生利用 

戻す 

家庭系ごみの 

減量化・資源化 

事業系ごみの 

減量化・資源化 

収集・運搬 

中間処理 

最終処分 

くにたち ECO プロジェクト 

（5R）×Responsibility（レスポ

ンシビリティ）の推進 

①発生抑制、②再使用、③直す、 

④戻す、⑤再生利用 

事業系ごみの減量と 

リサイクルの推進 

循環型社会づくり 

脱炭素社会づくり 

安全かつ安定的な 

処理、処分 

制度、施策の充実等 

持
続
可
能
（
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
）
な
循
環
型
社
会
づ
く
り
を
め
ざ
し
て 

(表 1） 

(図 7） 
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６ 食品ロス削減推進計画 

「食品ロス」とは、本来食べられるにも関わらず廃棄処分されているものであり、食品の生産、製造、流

通、消費の各段階において、多様な形態で発生しています。 

 

（１） 本市の現状 

 2023（令和 5）年度に「国立市ごみ組成分析（食品ロス実態調査）」を実施しました。その結果、市の収

集する可燃ごみの 34.8％は生ごみでした。また、食品ロスの内訳は直接廃棄（手付かず）が 11.9％、食べ

残しが 11.4％で合わせて 23.3％でした。国立市の 2023（令和 5）年度の可燃ごみ量 12,546t から推計する

と、このうち、1,017t が食品ロスとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 食品ロス削減に向けた施策 

食品ロスを削減するために、次の施策を実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他

8,180t

65.2％

（紙類・繊維類など）

生ごみ

(調理くず)

3,349 t 26.7％

生ごみ

食品ロス(直接廃棄)

520 t 4.1％

生ごみ

食品ロス(食べ残し)

497 t 4.0％

可燃ごみ 

12,546t 

可燃ごみに占める食品ロス量（2023令和 5）年度推計） 

 

発生抑制 

有効活用 

再生利用 

・幅広い対象に向けた啓発 

 

・啓発キャンペーン、環境イ

ベントにおける啓発 

 

・市報、HP、SNS、メール配

信等による情報発信 

 

・社会教育機関と連携した情

報発信 

 

など 

・食品ロス実態調査 

・食品ロス削減努力の可視化の検討 

・エシカル消費の提唱 

・多量排出事業者との情報共有 

・飲食店、小売店とのネットワークの構築 

・フードドライブ等関係団体との関係構築 

 

・生ごみ処理容器の普及促進 

・生ごみ堆肥化容器等の普及促進 

・食品残渣を再生利用できる新しい技術革

新等の情報収集 

食
品
ロ
ス
削
減
の
担
い
手
を
広
げ
る 

(図 8） 

(図 9） 
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７ 環境センターの適正な運営について 

ごみ処理設備機器の耐用年数は 10 年から 15 年といわれる中で、稼働開始から 37 年以上を経過したご

み処理設備機器については、稼働継続を前提に環境センターの適正な運営を図ります。 

 

 

８ 生活排水処理基本計画 

本市では、下水道の面整備が完了しています。したがって、生活排水処理は仮設便所を除き 100％の水洗

化を目指し、すべて下水道で処理することを目標とします。目標の達成に向けて、広報活動を通じて下水

道への速やかな接続の協力をお願いし、公共下水道への接続の促進に努めます。 

 


